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１ 中核都市圏の特色等について 

（1）中核都市圏 

北海道における６圏域別の中核となる都市圏の状況について、母都市に対する通勤依存

率 10％以上の市町村の広がりや経済及び行政機能等の集積でみると、札幌圏、函館圏、旭

川圏、北見・網走圏、帯広圏、釧路圏が中核都市圏を構成している。 

 
 
 
 
 

母都市への通勤依存率 10％以上の市町村（1995 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」 
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（参考）中核都市圏構成市町村等について 
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オホーツク圏

釧路・根室圏

十勝圏

道北圏

道央圏

道南圏

 

【札幌圏】 

札幌市・小樽市・石狩市・

厚田村・当別町・江別市・

南幌町・北広島市・恵庭市 

【旭川圏】 

旭川市・鷹栖町・比布町・

愛別町・当麻町・東川町・

東神楽町 

【函館圏】 

函館市・上磯町・ 

大野町・七飯町・戸井町 

 

【北見・網走圏】 

北見市・網走市・訓子府町・

留辺蘂町・端野町 

 

【釧路圏】 

釧路市・釧路町・白糠町

 

【帯広圏】  

帯広市・芽室町・ 

音更町・幕別町 



中核都市圏における通勤依存率 10％以上の構成市町村から 
母都市までの平均距離及び平均所要時間 

 平均距離（㎞） 平均所要時間（分） 
札幌圏 ３１ ３７ 

函館圏 １７ ２８ 

旭川圏 １７ ２１ 
北見・網走圏 １２ １９ 

帯広圏 １９ ３１ 

釧路圏 ２４ ２９ 
 

自市町村内での通勤率（1995 年） 
 

 
出典：総務省統計局「国勢調査」 

国土交通省総合交通体系データシステム（NAVINET）をもとに北海道局作成。 

注 ：中核都市圏における通勤依存率 10％以上の構成市町村から母都市までの平均距離及び平均所要時

間の起点は、該当市町村の市役所等で、母都市は以下のとおりである。 

   札幌市、函館市、旭川市、北見市、帯広市、釧路市 
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新篠津村

当別町

北村

岩見沢市

三笠市

夕張市

穂別町

美唄市

栗沢町

栗山町

由仁町
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奈井江町 芦別市浦臼町

留萌市

小平町

苫前町

羽幌町

初山別村

遠別町

天塩町

幌延町

豊富町

稚内市

猿払村

浜頓別町

中頓別町

枝幸町

雄武町

興部町

紋別市

上湧別町

遠軽町

生田原町

留辺蘂町

置戸町

訓子府町

湧別町

佐呂間町
常呂町

網走市

東藻琴村

小清水町

清里町

斜里町

羅臼町

標津町

中標津町

別海町

根室市

浜中町

厚岸町

標茶町

弟子屈町

鶴居村

白糠町

音別町

阿寒町

足寄町上士幌町

士幌町

音更町

本別町

浦幌町

池田町

豊頃町

幕別町

帯広市

芽室町

清水町

新得町

鹿追町

忠類村
更別村中札内村

大樹町

えりも町

様似町

浦河町三石町

静内町新冠町門別町

平取町

鵡川町

広尾町

釧路市
釧路町

津別町

陸別町

女満別町端野町

美幌町

北見市丸瀬布町白滝村

西興部村

滝上町

歌登町
音威子府村

美深町

名寄市

下川町

朝日町

愛別町

上川町

士別市

剣淵町

和寒町

鷹栖町
比布町

当麻町

旭川市

東川町東神楽町

美瑛町

上富良野町

中富良野町

富良野市

南富良野町

占冠村

日高町

風連町

利尻富士町
利尻町

礼文町

中川町

奥尻町

幌加内町

増毛町

大滝村

赤井川村

倶知安町

仁木町

京極町

喜茂別町

留寿都村

真狩村ニセコ町

寿都町

椴法華村
恵山町

戸井町

自市町村内での通勤率（平成７年）全就業者のうち自市町村での
就業割合が90%以上の市町村

全就業者のうち自市町村での
就業割合が 80%～90% の市町村

全就業者のうち自市町村での
就業割合が70%～80%の市町村

全就業者のうち自市町村での
就業割合が70%未満の市町村

（資料）　総務庁「国勢調査報告」

 

 



（参考）「健やか・安心・いきいき 21 北海道保健医療福祉計画」における 

高次医療圏について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北海道「健やか・安心・いきいき 21 北海道保健医療福祉計画」 
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■ 計画の圏域 
身近で頻度の高い保健医療福祉サービスは、市町村で提供

されることを基本としますが、専門的なサービスについては、人

材や施設などの社会資源を市町村の区域を超えて広域的に

有効活用する仕組みづくりを進めることが必要です。このよう

なことから、体系的な地域単位として、第一次から第三次に至

る保健医療福祉圏を設定し、保健医療福祉ニーズにきめ細か

く対応する体制を整備します。 

なお、施策の展開にあたっては、地域において、これまで以

上に地域間の連携、機能分担が求められており、一部事務組

合や広域連合など市町村の広域行政に対する取組み 

に十分配慮して進めることとします。 

１ 第一次保健医療福祉圏（２１２圏域） 
  住民の日常生活に密着した身近で頻度の高い保健医療福

祉サービスを提供する基本的な地域単位とし、市町村行政

区域とします。 

２ 第二次保健医療福祉圏（２１圏域） 
  第一次保健医療福祉圏のサービスの提供機能を広域的

に支援するとともに、比較的高度で専門性の高いサービ

スを提供し、概ね、保健医療福祉サービスの完結をめざ

す地域単位とします。 

  また、この圏域は、医療法第３０条の３第２項第１号に規

定する区域とし、医療資源の適正配置を図る地域単位と

します。 

  なお、高齢者の施策については、｢北海道高齢者保健福

祉計画｣の高齢者保健福祉圏と整合を図りながら推進し

ます。 

３ 第三次保健医療福祉圏（６圏域） 
  高度で専門的な保健医療福祉サービスを提供する地域単

位とします。 

  また、この圏域は、医療法第３０条の３第２項第２号に規定

する区域とし、さまざまな生活ニーズを満たす地域生活経済

圏を考慮した地域単位とします。 



 （2）人口 

各中核都市圏の全道に占める人口構成比の推移をみると、全中核都市圏への人口集中は

６割を超え、中でも特に札幌圏への集中が著しい。 

中核都市圏別の人口（2000年）

2,307,843
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1,953,435
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中核都市圏別人口構成比の推移（対全道、％）
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函館圏
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出典：総務省統計局「国勢調査」 
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北海道内各圏域における中核都市圏への人口集中割合をみると、各圏域とも５割を超え、

特に道南圏、十勝圏で高くなっているが、関東、近畿ブロックにおける都市圏ほど集中し

ているわけではない。 

 
 

各圏域に占める中核都市圏人口割合（2000年）

37.9

29.0

47.8

42.6

29.0

32.4

62.1

71.0

52.2

57.4

71.0

67.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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道　　央 札幌圏

函館圏

旭川圏

北見・網走圏

帯広圏

釧路圏

 

 

３大都市圏ブロックにおける人口割合（2000年）

45.3

11.6

19.180.9

88.4

54.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中部

近畿

関東 東京圏

名古屋圏

関西圏

 
 
出典：総務省統計局「国勢調査」 

注 ：三大都市圏の区分の範囲は国土統計要覧に基づいており、以下のとおりである。 

関東・・・・・茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県 

東京圏・・・埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

近畿・・・・・滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

関西圏・・・京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 

   中部・・・・・富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

    名古屋圏・・岐阜県、愛知県、三重県   
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 （3）産業 

 各中核都市圏の産業別就業人口割合の特色をみると、札幌圏、函館圏、旭川圏、釧路圏

では第一次産業の割合が全道平均（9.0％）に比べて低い一方、第三次産業の割合が高く（同

67.4％）、北見・網走圏、帯広圏では第一次産業の割合が高くなっている。 
  各中核都市圏と中核都市圏以外を比較すると、全中核都市圏において、中核都市圏以外

よりも第一次産業の割合が低く、第三次産業の割合が高くなっている。 

 

中核都市圏別産業別就業人口構成比（1995年）
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（参考）中核都市圏別産業別就業人口割合の推移 

札幌圏
5.5

2.7

1.7

1.4

14.0

10.6

9.3

8.6

12.5

13.7

12.8

12.9

61.8

67.6

71.3

72.5

6.3

5.4

4.9

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1970年

1980年

1990年

1995年

 

函館圏
11.6

7.4

5.9

4.9

17.0

11.8

11.5

11.0

8.7

11.3

10.8

11.8

57.9

64.5

67.1

67.6

4.9

4.9

4.8

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1970年

1980年

1990年

1995年

 
旭川圏

19.6

10.5

8.1

6.7

13.8

12.1

12.0

11.9

9.5

12.9

11.9

13.2

51.8

59.6

62.8

63.3

5.1

5.0

5.2

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1970年

1980年

1990年

1995年

  

北見・網走圏

23.4

14.4

11.9

9.5

12.7

11.5

11.4

10.9

9.3

13.7

12.4

13.5

50.5

55.9

59.7

61.6

4.0

4.5

4.6

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1970年

1980年

1990年

1995年

 
帯広圏

22.1

13.8

11.6

9.7

9.7

9.8

9.7

9.2

10.1

13.8

12.7

13.9

51.7

56.3

60.0

61.3

6.5

6.3

5.9

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1970年

1980年

1990年

1995年

 

釧路圏

7.3

6.1

4.8

3.8

20.2

14.9

14.1

13.2

9.9

13.3

12.0

12.9

58.1

60.9

64.2

65.2

4.6

4.8

4.8

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1970年

1980年

1990年

1995年

 
出典：総務省統計局「国勢調査」 
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（参考）中核都市圏別産業分類別就業者割合（北海道全体を 100 とした場合

の指数：1995 年） 
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帯広圏
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出典：総務省統計局「国勢調査」 
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（4）商業 

各中核都市圏の商業集積の特色を商店数・従業者数・年間商品販売額でみると、中核都

市圏別では札幌圏への集中が際立っており（参考：道央圏への集積は全道の約 55％（第２

回企画調査部会資料参照））、圏域別では、道南圏、十勝圏における函館圏、帯広圏への集

中率が高い。                                     

中核都市圏別商店数・各圏域に占める比率
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中核都市圏別従業者数・各圏域に占める比率
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中核都市圏別年間商品販売額・各圏域に占める比率
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出典：北海道「北海道統計書」 

注 ：商店数、従業者数、年間商品販売額は、卸・小売業の総数である。 

：折れ線はそれぞれ、（中核都市圏等の商店）/（各圏域の商店数）、（中核都市圏等の従業者数）/（各

圏域の従業者数）、（中核都市圏等の年間商品販売額）/（各圏域の年間商品販売額）を表す。 
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2 広域的視点からみた生活関連サービスの供給について 

（1）中枢・中核都市から１時間圏単位の社会教育施設数   

及び病院診療科目数 

生活関連サービスの供給に関する現状を、中枢・中核都市（「都道府県庁所在市または人

口 30 万人以上」かつ「昼夜間人口比１以上」の都市を指す。）からの１時間圏（１時間圏

の設定に当たり冬期における雪の影響は考慮していない。以下同じ。）内外の市町村及び地

域における社会教育施設、病院診療科目でみると、市町村単位では提供可能なサービスの

種類は限られるが、地域単位では各地域とも充足度合いがかなり高くなる。北海道と全国

を比較した場合、中枢・中核都市から１時間圏内外の人口比に大きな差がある。 
 

中枢・中核都市の１時間圏内に位置する市町村の社会教育施設数 

 
【 北海道 】                 【 全国 】           

０～４種
類

56.6%５種類
20.8%

６種類
9.4%

７種類
11.3%

８種類
1.9%

       

５種類
16.0%

８種類
3.4%７種類

4.8%

６種類
8.4%

 0～４種
類

67.4%

    

 

７種類
1.0%

８種類
98.8%

６種類
0.2%
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１時間圏単位 

市町村単位 

１時間圏単位 

市町村単位 

８種類
100.0%

・全国人口に占める中枢・中核都市から 1 時間

圏内に位置する市町村人口の割合 88％ 
・道内人口に占める中枢・中核都市から 1 時間

圏内に位置する市町村人口の割合 61％ 



中枢・中核都市の１時間圏外に位置する市町村の社会教育施設数 

 
【 北海道 】     【 全国 】 

０～４種類
79.2%

５種類
10.1%

６種類
6.9%

７種類
1.9%

８種類
1.9%

  

８種類
0.5%

７種類
1.3%

６種類
5.4%

 0～４種
類

83.6%

５種類
9.2%

 
 

６種類
32.1%

７種類
10.7%

８種類
43.4%

0～４種類
7.5% ５種類

6.3%

  

８種類
31.7%

７種類
27.1%

６種類
30.1%

 0～４種類
6.4% ５種類

4.7%

 

       
       
 

出典：文部科学省「社会教育調査報告（2000）」、国土交通省総合交通体系データシステム（NAVINET）

をもとに国土計画局作成。 

注 ：１.「社会教育施設」とは、①公民館、②図書館、③博物館、博物館類似施設、④青少年教育施

設、⑤婦人教育施設、⑥社会体育施設、民間体育施設、⑦文化会館、⑧カルチャーセンター

の８種類の施設をいう。 

2.「施設の種類の数」とは、上記８種類の施設のうち、市町村内あるいは１時間圏内に何種類

が存在しているかを捉えたもの。 

3.「中枢・中核都市」とは、「都道府県庁所在市または人口 30 万人以上」かつ「昼夜間人口比

１以上」の都市を指し、北海道では、札幌市（182.2 万人・1.02）と旭川市（36.0 万人・1.01）

が該当する（以下同じ。）。 
4.「時間圏」は、市町村の市役所等を起点に特急を除く鉄道と道路の利用を前提とし、市町村単

位に設定した。（国土交通省総合交通体系データシステム（NAVINET）を用いた資料につい

て、以下同じ。）。 
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市町村単位 
市町村単位 

１時間圏単位 １時間圏単位 

・全国人口に占める中枢・中核都市から 1 時間

圏外に位置する市町村人口の割合 12％ 
・道内人口に占める中枢・中核都市から 1 時間

圏外に位置する市町村人口の割合 39％ 



中枢・中核都市の１時間圏内に位置する市町村の病院診療科目数 

 

【 北海道 】             【 全国 】 

２９種類
～３２種

類
3.8%

１１～
２０種類
30.2%

２１～
２４種類

1.9%

２５種類
～２８種

類
1.9%

０～１０
種類
62.3%

       

11～20
種類
25.2%

29～32
種類
2.4%

25～28
種類
4.7%

21～24
種類
4.7%

 0～10
種類
60.1%

    

 
 

 
 

25～28
種類
6.3%

29～32
種類
93.7%
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市町村単位 

１時間圏単位 

市町村単位 

１時間圏単位 

29～32
種類

100.0%

・道内人口に占める中枢・中核都市から 1 時間

圏内に位置する市町村人口の割合 61％ 
・全国人口に占める中枢・中核都市から 1 時間

圏内に位置する市町村人口の割合 88％ 



中枢・中核都市から１時間圏外に位置する市町村の病院診療科目数 

 

【 北海道 】                 【 全国 】 

０～１０
種類
87.4%

１１～２０
種類
9.4%

２５種類
～２８種

類
2.5%２１～２４

種類
0.6%

２９種類
～３２種

類
0.0%

  

29～32種類
0.1%

25～28種類
1.2%21～24種類

2.3%

 0～10種類
80.9%

11～20種類
15.6%

 

 
 
 

１１～
２０種類
36.5%

２１～
２４種類

6.9%

２９種類
～３２種

類
0.0%

０～１０
種類
15.1%

２５種類
～２８種

類
41.5%

   

29～32種類
23.3%

25～28種類
34.9%

21～24種類
17.2%

 0～10種類
7.1%

11～20種類
17.5%

 

 
 
 
 
 
 
 

    

出典：厚生労働省「医療施設調査（1998）」、国土交通省総合交通体系データシステム（NAVINET）をも

とに国土交通省国土計画局作成。 

注 ：1.「病院の診療科目」とは、内科、外科等を意味し、全部で 32 種類（歯科関係を除く。）ある。 

2.「施設の種類の数」とは、上記 32 種類の診療科目のうち、市町村内あるいは１時間圏内に何

種類が存在しているかを捉えたもの。 
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市町村単位 市町村単位 

１時間圏単位 １時間圏単位 

・道内人口に占める中枢・中核都市から 1 時間

圏外に位置する市町村人口の割合 39％ 
・全国人口に占める中枢・中核都市から 1 時間

圏外に位置する市町村人口の割合 12％ 



（２）北海道における中核都市から１時間単位の社会教育施設数     

及び病院診療科目数 

生活関連サービスの供給に関する状況について、北海道における各中核都市圏の母都市

（以下「中核都市」という。）から１時間圏内外の市町村及び地域における社会教育施設、

病院診療科目でみると、中枢・中核都市（（1）の中枢・中核都市と同義）を起点とした場

合と同様、市町村単位よりも地域単位の方が充足度合いは高くなるが、１時間圏内人口比

は全国中枢・中核都市１時間圏人口比に及ばない。 

 
中核都市から１時間圏単位の社会教育施設数 

【中核都市の１時間圏内に位置する市町村】      【中核都市の１時間圏外に位置する市町村】 

６種類
7.4%

７種類
6.5%

８種類
3.7%

５種類
15.7% ０～４

種類
66.7%

     

７種類
1.9%

６種類
7.7%

５種類
9.6%

０～４
種類
80.8%

 
 

７種類
2.8%

８種類
97.2%

       

５種類
9.6%

０～４
種類
11.5%

８種類
16.3%

７種類
13.5%

６種類
49.0%

 
 
 
 
 
 
出典：文部科学省「社会教育調査報告(2000)」、国土交通省総合交通体系データシステム(NAVINET)、国

土計画局資料をもとに北海道局作成。 
注 ：１.「社会教育施設」とは、①公民館、②図書館、③博物館、博物館類似施設、④青少年教育施

設、⑤婦人教育施設、⑥社会体育施設、民間体育施設、⑦文化会館、⑧カルチャーセンターの
８種類の施設をいう。 

   ２.「施設の種類の数」とは、上記８種類の施設のうち、市町村内あるいは１時間圏内に何種類

が存在しているかを捉えたもの。 
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市町村単位 

１時間圏単位 

市町村単位 

１時間圏単位 

・道内人口に占める中核都市から１時間圏内

に位置する市町村人口の割合  83％ 

・道内人口に占める中核都市から１時間圏外

に位置する市町村人口の割合  17％ 



中核都市から１時間圏単位の病院診療科目数 
 

【中核都市の１時間圏内に位置する市町村】      【中核都市の１時間圏外に位置する市町村】 

２９～
３２種

類
1.9%

２５～
２８種

類
4.6%２１～

２４種
類

0.9%

０～１０
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75.9%

１１～
２０種

類
16.7%

     

１１～
２０種

類
12.5%

２１～
２４種

類
1.0%

０～
１０種

類
86.5%

 

 

 

 

 

 

１１～
２０種

類
2.8%

２５～
２８種

類
48.1%

２９～
３２種

類
49.1%

    

２１～
２４種
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10.6%

２５～
２８種

類
13.5%

０～１０
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23.1%

１１～
２０種

類
52.9%

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
出典：厚生労働省「医療施設調査(1998)」、国土交通省総合交通体系データシステム(NAVINET)、国土計

画局資料をもとに北海道局作成。 
注 ：１.「病院の診療科目」とは、内科、外科等を意味し、全部で 32 種類（歯科関係を除く。）ある。 
   ２.「施設の種類の数」とは、上記 32 種類の診療科目のうち、市町村内あるいは１時間圏内に何

種類が存在しているかを捉えたもの。 

16 

市町村単位 市町村単位 

１時間圏単位 １時間圏単位 

・道内人口に占める中核都市から１時間圏内

に位置する市町村人口の割合  83％ 

・道内人口に占める中核都市から１時間圏外

に位置する市町村人口の割合  17％ 



（参考）市町村単位の社会教育施設の種類数及び病院診療科目数 

市町村単位の社会教育施設の種類数 

 

市町村単位の病院診療科目数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「社会教育調査報告（2000 年）」、厚生労働省「医療施設調査（1998）」、国土交通省総合交通体系

システム（NAVINET）をもとに国土交通省国土計画局作成。 

注 ：1.「社会教育施設」とは、①公民館、②図書館、③博物館、博物館類似施設、④青少年教育施設、

⑤婦人教育施設、民間体育施設、⑦文化会館、⑧カルチャーセンターの８種類の施設をいう。 

2.「施設の種類の数」とは、上記 8 種類の施設のうち、市町村あるいは１時間圏内に何種類が存

在しているかを捉えたもの。 

3.「病院の診療科目」とは、内科、外科等を意味し、全部で 32 種類（歯科関係を除く。）ある。 

4.「施設の種類の数」とは、上記 32 種類の診療科目のうち、市町村あるいは１時間圏内に何種

類が存在しているかを捉えたもの。 
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社会教育施設の種類数
（市町村単位）

8   (4)
7   (9)
6   (16)
5   (27)
0 - 4  (156)

診療科目の種類数
(市町村単位)

29 - 32   (2)
25 - 28   (5)
21 - 24   (2)
11 - 20   (31)
0 - 10  (172)



（参考）各市町村から１時間圏単位の社会教育施設の種類数   

及び病院診療科目数 

各市町村からの１時間圏単位の社会教育施設の種類数 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各市町村からの１時間圏単位の病院診療科目数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：「社会教育調査報告（2000 年）」、厚生労働省「医療施設調査（1998）」、国土交通省総合交通体系

システム（NAVINET）をもとに国土交通省国土計画局作成。 

注 ：1.「社会教育施設」とは、①公民館、②図書館、③博物館、博物館類似施設、④青少年教育施設、

⑤婦人教育施設、民間体育施設、⑦文化会館、⑧カルチャーセンターの８種類の施設をいう。 

2.「施設の種類の数」とは、上記 8 種類の施設のうち、市町村あるいは１時間圏内に何種類が存

在しているかを捉えたもの。 

   3.「病院の診療科目」とは、内科、外科等を意味し、全部で 32 種類（歯科関係を除く。）ある。 

4.「施設の種類の数」とは、上記 32 種類の診療科目のうち、市町村あるいは１時間圏内に何種

類が存在しているかを捉えたもの。 
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社会教育施設の種類数
（1時間単位）

8   (122)
7   (17)
6   (51)
5   (10)
0 - 4   (12)

診療科目の種類数
（1時間単位）

29 - 32  (53)
25 - 28  (66)
21 - 24  (11)
11 - 20  (58)
0 - 10  (24)



（参考）１時間圏人口及び1.5 時間圏人口の分布状況等 

北海道における各市町村からの１時間圏人口が 30 万人以下の地域をみると、市町村数で

約 60％、人口で約 23％となり、全国平均（20％、５％弱）を上回る。1.5 時間圏人口でみ

ても市町村数で約 32％、人口で約 13％と全国を上回っており、こうした地域の中には、

生活関連サービスの充足度合いが広域でとらえてもなお低水準にとどまるものがある。 

 

１時間圏人口（2000 年） 

 
1.5 時間圏人口（2000 年） 

 

 

 

出典：総務省「国勢調査報告」、国土交通省総合交通体系データベースシステム（NAVINET）をもとに、

国土交通省国土計画局作成。 

注 ：当該市町村から１時間圏内、1.5 時間圏内にある市町村の人口合計が何人かによって区分・集計

したもの。 
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（参考）2時間圏人口の分布状況等 

北海道において２時間圏人口が 30 万人以下の地域をみると、市町村数で約 11％、人口

で約３％となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」、国土交通省総合交通体系データベースシステム（NAVINET）をもとに、

北海道局作成。 

注 ：当該市町村から 2 時間圏内にある市町村の人口合計が何人かによって区分・集計したもの。 
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（参考）１時間圏人口が 10 万人以上及び 15万人以上の市町村等 

北海道において１時間圏人口が 15 万人以下の地域をみると、市町村数で約 42％、人口

で約 12％、同 10 万人以下の地域をみると、市町村数で約 35％、人口で約 10％となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」、国土交通省総合交通体系データベースシステム（NAVINET）をもとに、

国土計画局作成。 

注 ：当該市町村から 1 時間圏内にある市町村の人口合計が何人かによって区分・集計したもの。 
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 市町村数（212） 対全道比（％） 人口（568 万人） 対全道比（％） 

１時間圏人口が

30 万人以下の地域 
128 60.4 130 万人 22.9 

 １時間圏人口が

15 万人以下の地域 
88 41.5 66.9 万人 11.8 

 １時間圏人口が

10 万人以下の地域 
75 35.4 54.2 万人 9.5 

（2000 年） （2000 年） 



３ 人流・物流 

 （１）物流輸送コスト単価比較 

 輸送機関別重量当たり輸送単価について、北海道と他地域とを比較してみると、必ずし

も距離に応じた輸送単価となっているわけではなく、地域別に異なる輸送単価が見受けら

れる。近年の輸送単価の推移については大きな傾向は見受けられない。 
  北海道、中国の海上輸送費を比較すると、40 フィートコンテナについて大きな差はな

いものと推定される。 

 

輸送機関別単位重量当たり輸送単価（円/kg） 

航空
0 50 100 150 200 250 300 350

首都圏→北海道

北海道→首都圏

阪神→北海道

北海道→阪神

首都圏→福岡

福岡→首都圏

1995年

2000年

 

 

鉄道コンテナ
0 20 40 60 80 100

首都圏→北海道

北海道→首都圏

阪神→北海道

北海道→阪神

首都圏→福岡

福岡→首都圏

 

宅配便等混載

0 20 40 60 80 100

首都圏→北海道

北海道→首都圏

阪神→北海道

北海道→阪神

首都圏→福岡

福岡→首都圏
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コンテナ船
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

首都圏→北海道

北海道→首都圏

首都圏→福岡

福岡→首都圏

 地域間距離 

首 都 圏 ⇔ 北 海 道 約 1,050ｋｍ 

阪 神  ⇔ 北 海 道 約 1,350ｋｍ 

首 都 圏 ⇔  福 岡  約 1,100ｋｍ 

 

出典：国土交通省・財団法人運輸経済研究センター「第６回物流センサス」 

    北海道局調べ 

 注 ：物流センサスについては、3 日間流動調査（輸送費用）結果である。 

 

４０フィートコンテナ海上輸送費比較 
発 着 地 コ ス ト 

京浜港発 ― 苫小牧港 約１０万円 

中国発  ― 日本 １００，７６９円 

 

出典：京浜港―苫小牧港については、北海道開発局調べ（2000 年度） 

中国発－日本については、経済産業省資料  

   

 

（参考）「地域産業のモノ・人の流れの特性」がもたらした高コスト構造について 
 

経済産業省北海道経済産業局「北海道のコスト構造と国際競争力」（1997 年 3 月）（抜粋）  

 

北海道は、首都圏等産業活動の中心から遠隔地であるため、距離に比例した「モノ・人」の移動 

コストが加算されている。加えて、本道の産業に係る「モノ」の流れは、出入りのアンバランスに 

より、さらにコストを押し上げている。  

 「モノ」でいえば原材料から消費財に至るまで、かなりの部分について、地域需要が地域供給力 

を上回っている。さらに、モノの動きの季節変動と経路の特殊性があり、物資の産業需要が産業供 

給を大きく上回る春期（第１四半期）には片荷輸送となり、また、ロットの小口化、ジャストイン 

タイム取引等により割高な少量トラック（フェリー）輸送が増加する傾向が認められ、本道の需給 

両面の高コスト化を招いている。 
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（２）航空運賃制度改正前後の比較 

 航空運賃の制度改正（2000 年 2 月 幅認可制→事前届出制）前後の北海道関連航空運賃

の主な推移についてみると、定価については概ね上昇し、割引については料金設定及び定

価との差に幅がみられる。 

 
 

航空運賃等の推移 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

98.04 98.06 98.12 99.06 99.12 00.06 00.12 01.06 01.12

（円）
新千歳-羽田 に
おける定価-特
割の差

釧路-羽田 にお
ける定価-特割
の差

新千歳-羽田 エ
ア・ドゥ(定価)

新千歳-羽田 既
存3社（定価）

釧路-羽田 既存
2社（定価）

 
 

 
出典：航空各社運賃表 
注 ：新千歳－羽田、釧路－羽田間ともに通常期である。 
   特割は、前日までに購入可能な当該路線の主要な特別割引である。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

24 


